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前稿「野呂栄太郎とアジア的生産様式論」（福本 2017)において，戦前講
座派の始祖ともいうべき野呂栄太郎が，アジア的生産様式論を参照しつつ，
日本の近代以前の社会構成を，カッコつきながらも「アジア的生産様式に特
徴づけられた封建制」と規定したことを述べた。
アジア的生産様式論争が 1931年初頭， ソ連において中断された後， ソ連
においては独自の生産様式としてアジア的生産様式を論じることがタプー視
されるにいたる。例外は日本であった。ただ，それでも，ソ連史学の影響を
受け，アジア的生産様式は封建制の一つの在り方として論じられていた。そ
のような状態は 1934年末，コヴァレフ説の到来まで続くことになる。
社会主義の祖国ソ連におけるマルクス史学の主流がアジア的生産様式概念
を放棄したとしても，現実のアジア的社会の歴史が， ヨーロッパ社会の歴史
とは異なった独自性，あるいは特殊性を有する以上，アジア諸国の古代・中
世・近世史研究を担うマルクス史家たちは，アジア的生産様式概念の一部を
それぞれ自分の歴史発展論に組み込まざるをえなかった。
そのような両義（折衷）的な概念の一つが本稿＇）のテーマである国家的封
建主義＇であり， 日本においては 1920年代末から 1930年代中葉にかけ，マ
ルクス史家により古代史や近世史においてしばしば使用されることになった。
また，革命中国において 1950年代に古代史研究に勢力をもった古代東方型
奴隷制もそのような折衷的な用語の一つであった。この古代アジア的奴隷制
は， 1930年代中葉以降にソ連史学の主流となったストルーヴェの「アジア
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的生産様式＝未発達の奴隷制」説を継承したものであった。戦後日本におい
ては，マルクス史家の古代史研究において総体的奴隷制説が主流となった。
これは，一方において，総体的奴隷制がアシア的生産様式の別名であるとと
もに， もう一方において，原始社会→奴隷制→封建制→資本主義→社会主義
へと発展する「世界史の基本法則」における奴隷制段階でもあるという意味
で，非常に便利な概念でもあった。
さらに国際的な規模において， 1970年代から 80年代にかけ，従属論・
接合論・世界システム論が各国のマルクス主義者の間の争点になった頃，ア
ジア的生産様式の別名として貢納制的生産様式が登場したが， これも同じよ
うな役割を果たすものであった。すなわち，独自な生産様式としてのアジア
的生産様式論が，具体的な事情はとうあれ， ともかく，社会主義の祖国ソ連
において理論的誤謬として退けられたこと，かつ，その後，アジア的停滞を
説明する理論として否定的な役割を果たしたこと，そして 1957年，ウィッ
トフォーゲル『オリエンタル・デスポティズム：の刊行以後は，反共理論を
基礎づけるものとして悪名をはせたこと，等々による負のイメージを色濃く
もち，かつそれ以後も容易には払拭されなかったことから，何とか，それら
に左右されずにアジア的生産様式論が提起する問題群を取り込もうとするも
のであった。
1) 国家的封建主義とは何か
~ 国家的封建主義.J かマルクス史学に登場したのは 1920年代後半，より具
体的には．アジア的生産様式論争が始まってまもない頃に発表された，マジャー
ル『中国農村経済研究』に附されたコムアカデミー中国問題研究所編輯局の
「序文」 (1928年）によっててあった。
マジャールはアジア的生産様式論者として知られる。とくに．『中国農村
経済研究』はその主著であった。その主著にマジャール批判として「アジア
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的生産様式＝国家封建主義」説を唱える序文が附せられるということは， ど
ういうことてあろうか。まず，それまでの経緯を追ってみよう。
この時期のアジア的生産様式論争の起点をとこに置くか難しいところであ
るが，やはり中国革命の性格をめぐる論争を起点とみて間違いないであろう。
その最初の切っ掛けをつくったのは， リャザノフ編『マルクスの支那印度論』
(1925) に附されたリャザノフ序文であった。この序文は，いわば彼の「ア
ジア的社会論入門」とも言うべきものであり，その博識によって読者の興味
をそそっている。アジア的社会の，資本主義の文明化作用に対する長い抵抗
を「アジア的生産様式」によるものとし，アジア的生産様式の形成がアジア
農業に必須である人工灌漑など公共事業に関わっていること，さらには，資
本主義進出への長い抵抗も，インドや中国などへのイギリスなど西欧列強に
よる資本主義浸透のまえに深い危機にあることに注意を促している。また，
同時期， マルクス主義世界経済論の旗手ヴァルガが「支那革命の展望」
(1925)を発表し，中国革命の独自な性格を指摘している3)。この論文におい
て，ヴァルガはアジア的生産様式概念を使用しているわけではない。だが，
注目すべきは，ヴァルガが，帝国主義侵入以前の中国に，封建的諸要素・封
建的諸関係の存在を認めながらも，封建的土地所有の存在を認めず，且つ前
近代中国における地代の性格が，「領主権に基づく封建的地代ではない」と
の認識を示したことであった。この封建制ではないアジアに独特な ~;i資本主
義的生産様式について，『マルクスの印度支那論』などの読者が，アジア的
生産様式を連想することは十分に可能であった。以上，この二つが，これに
続くアジア的生産様式論争の助走となったといえる。
アジア的生産様式が中国革命を理解するのに重要な概念であることを示す
と同時に，中国における革命路線そのものにとって重要な概念となったのは，
周知のごとく 1927年 1月，中国共産党中央政治局拡大会議において討議さ
れた「土地問題党綱草案」であった。第六回党大会のために起草されたこの
草案は， コミンテルン代表ロミナーゼ（立夫）起草によるものとされ，治水・
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灌漑農業を中心とした中国社会がアジア的生産様式に基づく社会であるとの，
きわめて特異な現状分析を提示した。この現状分析は，わずか半年後， 1928
年6月，モスクワで開催された中国共産党第六回全国大会の「土地問題に関
する決議」において示された半植民地半封建規定によって真っ向から否定さ
れる。それは，アジア的生産様式の特徴を，①土地私有制の不在，②国家に
よる大規模公共事業（治水・灌漑）の指導，③共同体制度の存続とそれを支
える農業と手工業の結合，の二項にまとめ，とりわけ①土地私有制の不在は，
中国の実際の状況とは異なっているとし，アジア的生産様式規定を否定した。
この中共六全大会はコミンテルン第六回大会の直後に， しかも同じモスク
ワで開催されたという異例の党大会であった。前年の武装蜂起闘争路線への
転換以来，中国国内において党大会を開催することが難しくなり，やむをえ
ずモスクワで開催されたものであった。且つ， コミンテルン大会と同様，社
会主義の最高指導者スターリンの膝下において開催されたという意味で，
「土地問題に関する決議」における半植民地半封建規定は，以後簡単には変
更できない重い意味をもつものであった。
党の綱領からアジア的生産様式規定を葬り去ったミフの見解は，産業労働
調査所発行の「支那における最近の農民運動と農業問題』に掲載された「ア
ジア的生産方法について」＇）において，読むことが出来る心
ミフは問う。まず，アジア的生産様式は，「一定の歴史的社会的範疇とし
て，マルクス的理論の立場から何を示すのか？」，とc そしてさらに問う。
しくみ
「今日の中国の経済機構は如何なるものであろうか？」と。
革命党の現状分析にとって，経済システムの本質的な把握は当然のことで
あった。問題は，革命党が真理を認識し，それを実践において体現している
と称していることであった。そしてその真理を所有しているのは， コミンテ
ルン（国際共産党）中央であり，実質的にはソ連党指導部であった。それゆ
え， コミンテルン中央は各国の革命路線について，それぞれの国々の共産党
組織よりも正確に理解しているとされた。当然，各国の現状分析も，より正
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確に理解していると考えられていた。だからこそ， 日本でいえば「＿：七年テー
ゼ」も，：二ニ年テーゼ」もコミンテルンよりもたらされた。
それに対し，本稿で問題にしている 1927年中共土地問題党綱草案におけ
る「アジア的生産様式」規定は，駐中国コミンテルン代表ロミナーゼの主遵
のもとて策定されている。 1927年夏の中共の武装路線への転換に伴い，念
速に変化する革命情勢に対応すぺく，中国現地において決定されたものであ
り，モスクワで練られたものではなかった。それゆえ， コミンテルン指荘部
ばかりでなく，現地をよく知るコミンテルンの中国専門家の多くも異論を持
つものであった。その代表者の一人がミフであった。
ミフの最初の問い，資本主義以前の中国社会がアジア的生産様式か，封建
制かは，それによって，その後にくる「半植民地」的状況の性格か異なって
くる以1-., 1920年代後半の中国の経済システム如何を問う第二の問いかけ
に大きく影響することになる。
もし，中国の過去―特に重要なのは近い過去である一ーがアジア的生産
様式に基づくものであったなら， ロシア革命を通して培われたソ連党指導部
の中国革命の指導に陰りをもたらす可能性があった。なぜならば， ロシアは
過去に封建社会もしくは農奴制社会に基づく歴史を有していた（とされてい
た）。ロシアにおける資本主義の発達後も，その影響は社会に色濃く残って
いた。レーニンなどロシアの共産主義者の革命実践と革命理論は，そこに培
われたものであった。如何に彼らの実践や理論が普遍的な質を付していたと
しても， もし中国がアジア的生産様式に基づく社会であるならば，中国革命
の展望はソ連党指導部の能力を超えたものであるとの疑義を生じさせかねな
かった。逆に，中国もまた過去に封建社会を有し，そこに資本じ義もしくは
帝国主義がもたらされ，次第に資本 l:義化しつつある社会であったとしたら，
匂記の問題は消失する。中国の革命路線もまたコミンテルン中央＝ソ連党指
祁部のコントロール可能な範囲に封じ込められることになる。
最初の問いに対しミフは答える。どのような生産様式かを問おうとすれば，
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搾取様式を観察せねばならない。前資本主義社会においては，土地と生産手
段の独立した所有者である農民を搾取しなければならない。「ここでは搾取
の特徴を確定するためには，農民が個人的土地所有者であるか，それとも共
有の一員であるかは問題ではない」（ミフ p.139) と述ぺる。これは伏線で
あった。なぜなら，直接生産者（農民）が耕す土地が，共同体的所有のもと
にあるか，あるいは国有であるのか，それとも，領主や地主のように私的所
有者の土地であるのかは，生産様式の違いにかかわる問題であるからである。
事実，マジャールなどアジア派は，共同体的土地所有に基づく農地制度のも
とで，あるいは国有に基づく農地制度で行われる搾取制度はアジア的生産様
式であると考えていた。その前提を無視せよ，とミフは読み手に圧力を加え
ているのだ。
土地所有形態がなんであれ，搾取制度が成立するためには「直接生産者は
非自由者として現れなければならない」。つまり，耕す土地の，名目上の地
主のための余剰労働は，直接生産者に対する経済外強制によってもぎ取られ
る。そしてこの名目上の地主による直接生産者からの余剰収奪は封建的搾取
と呼ばれ，その搾取制度に基づく経済システムは封建制と称される (p.141)。
では，土地問題党綱草案にいうアジア的生産様式とは何か。奴隷制や封建
制に匹敵するような，その生産様式に特有な搾取制度が存在するのか，とミ
フは尋ねる。もちろん，すでにアジア的生産様式の搾取様式を，封建制の下
に包摂してしまっている以上， もはやアジア的生産様式の側に固有な搾取制
度など残っていない。ミフの用法に従えば，共同体的土地所有であれ，国家
的土地所有であれ，その下で土地を耕し，そこでの余剰を首長や王，あるい
は国家への上納を強いられる搾取制度は，土地私有のもとで余剰を領主や地
主にもぎ取られる搾取制度と異なるところはない， ということになる。
ミフが問題としているマルクスの「地代と租税の一致」に関するパラグラ
フは，良く知られたものであるが，以下の如くである。
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土地所有者たると同時に主権者として直接農民に対立するものが， も
し私的の地主ではなく，アジアに見る如く国家であるとすれば，その場
合には地代と租税とが一に掃する。と，いうよりも寧ろ，斯かる地代形
態と相異なる租税なるものは何等存在しなくなる。…この場合には国家
が最高地主である。この場合，主権たるものは国民的規模に集積された
土地所有である。が，他方にまた土地の私的並びに共同的な占有及び用
益は行われるとはいえ，土地私有は何等存在しないのである（高畠素之
訳『資本論j第三巻下三三0頁）。
普通に考えれば，この逍地代と租税の一致」の意味合いを，封建制の地代・
租税システムと矛盾しない， と考えるのは難しい。だが， ミフはこのパラグ
ラフを天才的な定式化と呼び，アジア的生産様式の「制度のすべての，最も
重要なる社会的諸関係を包含し，特徴づけている」としながらも，アジア的
生産様式は「独立の経済的構造ではない」こと，封建制度とアジア的生産様
式はその主要な条件において「同一の経済的甚礎」をもっていると断定する。
アジア的生産様式の特徴は支配階級の特殊な組織化と，その組織化から生ま
れる「領地所有の特殊な，独特な組織化」の中に存しているとし，アジア的
生産様式と封建制の搾取制度を中心とした経済構造はほぼ同じだが，違いは
ただ支配構造とそれにともなう「領地所有」の在り方だと述ぺる (p.143)。
だが，「領地所有」の在り方は農地制度に結びついており，それが違いと
いうことは経済システムが相違しているということを意味するはずであった。
特に，土地国有を前提にした均田制や班田制においては，領地所有を問うこ
と自体が意味をなさないはずである。また，一般的な地主を領地所有者と考
えることにも無理がある。
ミフのように，アジア的生産様式の経済システムは封建制のそれと矛盾し
ないと述ぺることは，如何にも党指導者の意図に合わせ， どんなことでも可
能にしてしまう 20世紀社会主義の理論工作者の所為であった。だが，その
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ミフにしてもやや躊躇するところがあった。
「我々は上述のすべてのことから「アジア的生産方法』一般は存在し
ないし，又かかるものは今迄にも全然存在しなかった， という結論を引
出し得るであろうか？ 此の結論は誤謬であろう。アジア的生産方法な
るものは勿論存在していた。而してこれは， ヨーロッパの中世に特徴的
である封建制度その型態とは著しく異なっていた。その特徴は，マルク
スによって『インドに関する書簡』の中で詳細に述べられている。『ア
ジア的生産方法』の特徴としては次のものが数えられる。即ち，国家的
土地所有，共同体の土地所有，而してこれから当然生ずる私的土地所有
の欠如これである」（ミフ p.143)。
これを読むかぎり， ミフの立場は堅固なものとはいえなかったようである。
理論的立場としてはアジア的生産様式の存在までも否定することはできなかっ
た。それゆえ，存在はしたかもしれないが，独自な存在とはいえず，実際に
はその搾取制度は封建制と同じものだったとする一種の詭弁を弄することに
なる。アジア的生産様式の独自な特徴として述べられているものは，すべて
二次的なものであり，封建制概念に包摂されるものだとして，その独自な特
徴のなかに私的上地所有の有無も含めてしまう。即ち，社会構成の規定にとっ
て，土地私有の欠如は，主要な要素ではないのだ。
封建制度並に『アジア的生産方法』とヨーロッパの封建制度との相違
はただ段階的相違である。即ち彼等の根本的特徴は同一である一それは
一つの而して同一の搾取方法に関している (p.145)。
続いて，第二の問題に移る。中国の現実の具体的分析において，アジア的
生産様式が存続している何らかの証拠があるだろうか，と。国家的土地所有
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が久しい以前に消滅し，私的土地所有のもと．「搾取者たる軍閥，地主，土
豪劣紳，商人，高利貸と，非搾取者たる自作農民半自作農民小作農民
債務農奴とが存在している」 (p.146)中国にアジア的生産様式は残存しな
い。その遺制すら存在しない以上，土地問題党綱草案のようなアジア的生産
様式規定は誤りである。封建遺制に対する闘いを呼びかけ，封建的搾取に対
し闘争しなければならない時に，アジア的生産様式（の残滓）に対する闘い
を呼びかけることは方針の混乱と曖昧化をもたらすだけである。とくに，搾
取されている農民に対し，社会主義的士地国有化を呼びかけている党が，ア
ジア的生産様式（土地国有）に対する闘いを呼びかけることになれば，それ
は大きな矛盾であった。
最後に， ミフはレーニンの中国への言及ー一「中国の民主主義とナロード
ニキ主義」 (1912)―ーのなかで，中国封建制論を見つけ出す。
おくれた．半封建的な農業国である中国の客観的条件は，五億にも近
い人民の生活のなかで．この抑圧とこの搾取の，一つの，特定の，歴史
的に独特な形態一一封建制度だけをH程にのぽせているのである。封建
制度は．農業的生活様式と自然経済との支配にもとづいていた。いろい
ろな形態で土地に緊縛していることこそ．中国農民の封建的搾取の源泉
であった（「レーニン全集』第 18巻大月書店 p.167-168)。
レーニンの著作にアジア的生産様式に対する支持を示す何等の記述もなかっ
た。むしろ，それどころか．中国に関するレーニンの記述には，封建制のみ
が存在した。これで理論的に完璧であった。
ミフ等にとって問題は，アジア的生産様式規定を如何にして否定するかで
あった。そこから思いもよらない詭弁が生れる。すなわち．土地国有か土地
私有かではない。土地所有に甚づく農民の搾取があれば，みな封建的であっ
た。もし土地私有（大土地所有）に基づく直接生産者からの剰余収奪があれ
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ばヨーロッパ的な意味での封建制であり，土地国有に基づく搾取，農民から
の剰余収奪があれば，アジア的な社会に特有の国家的封建主義であった。
だが，それにもかかわらず， ソ連におけるアジア的生産様式をめぐる議論
が止むことはなかった。おそらく，そこにソ連＝コミンテルン顧問団の中国
体験があったと考えられる。マジャール，ヴォーリン， ヨールク，アジアチ
クス等は，ボロディン顧問団の一員として 1920年代中葉，中国に滞在し，
様々な工作に従事するとともに，農村調査などを行った。彼らはソ連に戻っ
た後，それをもとに中国専門家として，それぞれ著作を発表するなど理論エ
作に活躍した。とくに，マジャールとヨールクは，その後のアジア的生産様
式論争においては，厳しく対立した。また，コミンテルン代表として，中国
に派遣され中共の指導に当たったロミナーゼは，先の土地問題党綱草案の執
筆者とみなされており，それに対し，ロミナーゼの方針を厳しく批判したミ
フは，アジア的生産様式規定に対し強力な反対の論陣を張った。またマジャー
ル批判の先鋒となったサファロフも 20年代末に訪中経験を有していた。だ
が，彼らのなかで，中国社会が西欧やロシアと同質だなどと考えた者は存在
しなかった。みな多かれ少なかれ，中国を西欧やロシアに比し異質な社会だ
と認識していた。一応の結論が出たかにに見えた 1928年以後も，議論が止
まず，かえって論争が拡大した根本要因はそこにあると考える。
1928年，マジャールは『中国農業経済研究』を著す。同書は，序論「ア
ジア的生産方法と帝国主義」，第二章「水の意義」において，マジャールの
アジア的生産様式論とその水の理論が述べられている。マジャールは，帝国
主義列強の到来まで，中国を含むアジアはアジア的生産様式のもとにあった
と考え，アジアの歴史に封建的生産様式が存在したとは認めなかった。マル
クスが 1850年代初期に， イギリス資本主義がインドにおいて古い生産様式
（アジア的生産様式）を破壊しつつあると見ていたように，中国でも新来の
資本主義が古い生産様式（アジア的生産様式）を解体しそれにとって代りつ
つある， というのがマジャール等アジア派の認識であった。アジア的生産様
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式の特徴は①士地私有の未発達， したがって七地国有の存続，②人工灌漑か
農業存立の第一条件になっていること，③治水・灌漑など公共事業は中央政
府の仕事である，③農村の共同体制度，そのもとにおける鹿業と手工業の結
合，④ 「地代と租税の一致ーに照応する上地国有とそれに依拠する専制的国
家，などであり，それらが農業を中心とする中国社会の性格を規定していた。
同書発行元てある中国問題研究所編輯局による序文は，上述のマジャール
の見解に対し，まず，
アジア的生産方法の特殊な特徴をなすものは，共同体制度の支配では
な<'-農業とT業労働の結合でもなく」て，即ち農民の余剰生産物の
搾取の一定の形態（地代ー租税）に照応するところの．アジア的社会に
とって特徴的な上地所有の形態（土地の国有）である。（編輯局序文 p.6) 
と述べ．上地国付ー「土地私有の欠如」か， もっとも重要な特質であるこ
とを指摘し， さらにその「土地私有の欠如」が，土地をめぐる地主・小作の
厳しい抗争に明け暮れる中国の現実にそぐわないものであることを挙げる。
中国の数千万の農民は（小作・半小作・農業労働者）は，苛酷な地主制のも
とにおいて搾取に喘いでいる。地主制は上地私有制度のもとだからこそ発生
しているであって，中国農村の現状をアジア的生産様式論からは説明できな
tヽ ということになる。
マジャールの主著の出版後にマジャール批判を展開するのではなく，あら
かじめ t:著の序文として「編輯局」の見解を附載し，巻頭においてマジャー
ル批判を行い，そうしなければマジャール説を受容するかもしれない読者に
事前に警告を与えること，それが序文の主旨であった。このような出版のス
タイルは．西欧的なrfj民社会においては，却って逆効果であったが，社会主
義国では，上部組織（党中央，最終的には最高指導者）の意志を予め示すこ
とによって，その後の著述の内容はどうあれ，著者の見解を受け入れ難くす
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ることができた。 20世紀社会主義のような従順な公民しか存在しない社会
においては非常に有効な方法であった。
編輯局序文は，マジャールがその序論において，アジア的生産様式の規定
として，上地国有および土地私有の欠如を挙げていることに焦点を合わせ，
「後れた現代中国の経済的基礎を形成する，地主的土地所有と農民的上地所
有は，アジア的生産方法と直接対立するものであり，反対に封建社会の全て
の特質を持っている。」 (p.7) と述べる。この場合の農民的土地所有とは，
華北などに広く存在する自作農の土地所有のことであろう。もちろん，それ
らも土地私有である。いずれにせよ，土地私有こそ，中国農業の経済的基礎
なのであり，国有などではない。それゆえ，マジャールは根本から誤ってい
る。「斯くして中国に於ける地主的上地所有の封建的特質の黙殺，独特の中
国の地主的所有を『東洋的』特質に帰すること，及びこれらの特質を地主的
所有の封建的性質に対立せしめることは，マルクス主義理論の根本的な基礎
と矛盾する」 (p.10)ことになる。
近代以前の，あるいは近代に持ち越された地主・小作関係は本質的に封建
的な性質を持つ。このような観点は，多くはレーニンに負っている。レーニ
ンは，理論家的な側面においては，西欧封建制とロシア農奴制の違いを意識
していたが，実践的な革命家としては，地主・小作関係一般を封建的なもの
とみなし，中国その他の地域における封建遺制の打倒を呼び掛けていた鸞
レーニンは前資本主義的な社会における地主的土地所有をそれ自体で封建
的なものと見ていたと思われる。レーニンにとって重要であったのは，おそ
らくその概念が実践的かどうかであっただろう。古い形態での地主的上地所
有が存在し（地主が借地資本家ではなく），かつ小作人が奴隷や農奴のごと
くひどく搾取されていれば，それは「封建的」であった。時には，先の「中
国の民主主義とナロードニキ主義」のように農業社会の古い支配システムを
「封建的」と呼んでいることもある。そして，編輯局序文の立場に立てば，
レーニンのその類の言説があれば十分であり，マジャールのアジア的生産様
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式論にダメージを与えることができた。
では，編輯局序文は，アジア的生産様式概念自体について，どのように考
えていたのであろうか。地主的土地所有と農民的土地所有はアジア的生産様
式に直接敵対すると述べた後，微妙な言い回しではあるが，編輯局は「そし
て現代中国の農村に存在する搾取形態は，上地の私有に甚づくものであり，
農村に於ける資本主義的諸関係の発達の下では，過去に支配しつつあった前
資本主義的生産方法の特殊性がその根拠となっているものではない。それ故
に我々には半封建的諸関係（半封建的及び半資本主義的関係）として以外に
は規定することはできない； (p. 7) と述べている。この場合の―過去に支
配しつつあった前資本主義的生産方法」とは，一応，アジア的生産様式を想
定していると考えられる。おそらく，序文の著者たちも，当時においては，
マルクス『経済学批判』「序言」におけるアジア的生産様式の歴史的存在を
否定することまでは考えていなかったのであろう。
大づかみにいって，アジア的，古代的，封建的および近代プルジョア
的生産様式を経済的社会構成のあいつぐ諸時期としてあげることができ
る。ブルジョア的生産諸関係は，社会的生産過程の最後の敵対的形態で
ある（『経済学批判』「序言」，国民文庫 1953)。
この『経済学批判』「序言」の一説はあまりにも有名であった。それを，
歴史的に存在しなかったものと頭から否定するのは，いくら社会主義革命の
祖国にして，国際共産主義運動の中心たるロシアのマルクス主義者にとって
も，いまだ，大きなリスクがあったということであろう。
編輯局序文は，アジア的生産様式の歴史的存在に関しては極めて曖昧な態
度をとっている：
斯くしてアジア的生産方法から．資本主義への過渡的制度として，現
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代中国の社会経済制度を特徴づけることは，（よし，我々が賓本」：．義の
中国への定着以前の中国が，アジア的生産方法の典型的な国であったと
云うことを条件付きで認めるにしても）現実には完全に照応し得ないも
のである (p.12)。
というように，「過去に存在したとしても」といった云い方で，問題をや
りすごそうとしている。このような場合，アジア的生産様式論を無}J化する
には，彼らが中国における前資本主義的生産様式であるとする封建的生産様
式をしてアジア的生産様式の特徴をも兼ね備えたものにすることである。つ
まり，中国の封建制は歴代王朝の中央集権官僚制や専制体制とも矛盾せず，
それらと両立可能な封建制，すなわち国家的封建制（国家的封建主義）でな
ければならなかった。
具体的には，西周封建制の衰退後，春秋・戦国時代を経て，封建制は中央
梵権的なものに変化した。それを編輯局序文は「封建制度全体に，中央集権
的『国家的』封建制度の諸特質を付）1Uした」ものとし，「斯くして尚の封建
制度の解体の諸条件に於ける，中央梨権的国家（秦朝）の設定は，本質とし
ては一封建制度の一つの形態から他の形態への推移であったのだ」と述べ
る。アジア的生産様式などと云って慌てる必要はない。中国の封建制度は西
周の分国分権的なものから中央集権的な国家的封建制度へ移行した，つまり
封建制のなかの変化なのだと自らを安心させたのであった。さらにその移
行も，ロシア史に類似させている。つまり「秦朝の中央集権的国家創設の重
要な基礎として役立ったのは，灌漑組織ではなく遊牧民との闘争であると云
うことを指摘しなければならぬ（国家的義務労働の広汎なる組織的体系（官
僚的組織系統）を要する万里の長城は，まさにこの時代のものてある）」 (p.
20) とし，そうである以上， しばしば遊牧民族の侵人を受けた中国における
専制国家の形成も―タタールの範」のもとでのモスクワ大公国の形成と同様
に，なんら不思議なことではないのだ， ということになる。
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たしかに，国家的封建制の基礎は上地国有であった (p.21)。だが，土地
私有の発展とともにそれに基づく地方的封建制度が醸成されていく。だから，
「中国の歴史は，独特の封建制度＿原則的には他の諸国の封建制度と区別
されない―ーアジア的専制政体の特殊な性質に依って，単に歴史的に複雑に
されたに過ぎぬ」 (p.22) と。何も，アジア的生産様式などというものを持
ち出さなくとも，理解可能なのだと言わんばかりである。中国の過去の社会
制度をアジア的社会とみなし，現代中国をアジア的生産様式から，資本主義
への過渡的時代として規定することは，明らかに誤っているとして，「過去
に支配的であった搾取の形態は，封建的搾取」であり，それゆえ「現代の中
国に於いてもなお支配し続けているものは『アジア的生産方法の外殻と残存
物」ではなくて，封建制度の残滓である。この封建制度の残滓こそが我々を
して中国の農村に存在する諸関係を，半封建的諸関係として規定せしむるも
のである」 (pp.23-24)と強く念をおしてアジア的生産様式論を否定している。
この編輯局序文の著者について，相川春喜は「『支那に於ける階級及び階
級闘争」に現れる G.I. サファロフの史的叙述と多くの近似性もつ」と述ぺ，
有力な中国専門家の一人 G.I. サファロフ”であろうと推測している（相川
1935)。ケスラー (1982)の論争参加者データ (Kasslerp. 371)によれば，
サファロフは，当時 (1928年），マジャール等とともに中国問題研究所に属
し，『支那に於ける階級及び階級闘争』， r支那社会史jの著者であり， 1930-
34年は『中国問題』誌の編集者であった。ケスラーもまた，サファロフが
アジア的生産様式論を批判し，それに代わるものとして国家的封建主義
(Staa tsfeudalism us)を提唱したと記している (p.211)。
この編輯局序文は，反アジア派のアジア的生産様式否定論の流れの中では，
ミフ論文とゴーデス基調報告（レニングラード討論）の中間をなすものであ
る。ミフ論文では，アジア的生産様式の概念とその歴史的存在を否定するこ
とはできなかった。編輯局序文は，アジア的生産様式の概念―ー当時は範疇
の問題と呼ばれていた一ーについては曖昧な態度をとっている（マルクス
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「インドにおけるイギリスの支配」 (1953)が彼らのネックとなっている）。
だが， ミフと同じくレーニンを持ちだすことで，中国における秦漢以来の封
建制に関しては自信をもって断言している。
2) アジア的封建制
マジャールは，一歩後退したけれども，屈服しなかった。 1930年頃には
（コキン＆パパヤン『井田制』へのマジャール序文），アジア的生産様式か
ら封建制への移行を認め，帝国主義侵入に先立つ社会は，封建社会であった
とした。だが，半植民地化された中国に遺制として残存しているものは，封
建的なものだけではなく，地代＝租税型の収取が大きな役割を果たしている
ことを述ぺ，あくまで自説を保持し続ける意志を示した。さらに， ソ連の外
では，アジア的生産様式論者であることを公言するウィットフォーゲルがコ
ミンテルンの中国専門家として台頭し，さらにソ連国内においても，アジア
派的な立場から見解を述ぺる者が続いた。
それゆえ，反アジア派もアジア派への批判の手を緩めなかった。その代表
はドゥヴロフスキー， ヨールクによるアジア的生産様式論批判であった。彼
らはいずれも，土地所有に基づく搾取は封建制だと考える人々であった。だ
が， ドゥヴロフスキーには，封建制と農奴制を並列的なものと考えるという
シェーマ（発展図式）上の問題があり，反アジア派においても支持を集める
ことはなかった（福本 2006)。
ヨールク (1931)は，マジャール等の見解である「特殊の『アジア的』生
産様式という概念は，実に反マルクス主義的体系をなすもの」であり，植民
地東洋諸国における革命的闘争の事業にとってマジャールなどのアジア的生
産様式論に対する闘争において「『束洋的』な特殊の社会経済構成という理
論の修正派的本質を暴露すること」の意義を強調する。ついに，アジア的生
産様式は反マルクス主義的なものと決めつけられている点が， ミフ論文や編
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輯局序文と異なる点である。もちろん， ヨールクはマジャールやヴァルガの
それを「アジア的」生産様式として，マルクスの「アジア的生産様式」から
区別している。だが，括弧をどのようにつけようとも， ヨールクがこの概念
自体をなかったものにしたいと考えていることは明かである。
ヨールクは論文の目的について，「我々のテーマに関連して力説せねばな
らぬことは」．まず「この定式は，マルクスが「緒言J又はその他の場所に
於て或る一定の「アジア的」生産様式を或る特殊な階級構成として述ぺたと
いうお伽噺に引導を渡すこと」だとその意図を率直に述ぺている。「緒言」
とはもちろん『経済学批判』「序言」のことである。
ヨー ルクは， ミフ論文や編輯局序文と同じように，土地所有に基づく搾取
様式の在り方が生産様式を決定するとして，「地代と租税の一致」からなる
アジア的生産様式は，封建制の一種であるという立場を堅持している。
地代租税は，歴史的には，封建的地代の転化せる弔純な形態である。
この場合，その内容をなすものは， 自ら生産手段を1所有する直接の生産
者に対する，名義上の最高の土地所有者の搾取するところの，同じ地代
関係である。アジア的専制政治では，各個の場合に特別の具体的分析を
要する事情のために，土地所有者関係の組織として国家がこういう所有
者として現われる。（ヨールク p.122)。
たが，『経済学批判』「序言」の「定式」があるかぎり．「定式」において、
アジア的，古典古代的，封建的と並んでいる以上，アジア的生産様式が，古
典古代的生産様式および封建的生産様式と同じように独自な社会構成をも
つ生産様式であると主張する輩はつねに出てくる。そうである以上，批判を
さらに進め，「定式」自体の意味合いを変え，マルクス主義歴史理論におけ
る「定式」の役割を減ずるのか，一番良いということになる。ヨールクは，
「定式」は，「マルクスが此の場合「生産様式」なる述語を如何なる意味に用
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いているか。即ち一定の社会的生産形態，社会の歴史的社会構成を心に巖い
ている広い意味であるか，又はマルクスに於て屡々遭遇するところの社会的
技術的労働様式としての生産様式を意味するところのより狭い意味であるか，
という問題を提起する」 (pp,77-78) と謎をかけ，マルクス・エンゲルスの
関連著作の検討から，「序言-では後者（労働様式）の意味で用いられてい
ると，その解を明らかにする。
社会的技術的労働様式としての生産様式についてヨールク自身が，『資本
論』に於ける小農民的生産様式，大規模機械的，マニュファクチュア的生産
様式等を見よ，と注記している。たしかに生産様式には，小経営的牛産様式
のように， どの時代の生産様式にも含まれる下位概念の用法も存在する。だ
が，「定ェしの生産様式がそれだとすると，誰もが理解するように，］序言」
の唯物史観の公式における生産様式規定（後述）と真っ向から矛盾すること
になる。
ソ連における論争の最終的な決着は 1931年 2月， コムアカデミー l:催の
レニングラード討論会によってなされた。
この討論会の基調報告を行ったゴーデスは，論争に決行をつけるへく，全
力を挙げた。彼の批判は， この時代のマルクス主義者か論敵に対しつねにそ
うであったように，誤った理論的指導者としてラデック， トロツキー，ボグ
ダーノフなどの名前を挙げ，アジア派とそれらとの類似をほのめかすような，
揚げ足取りやレッテル貼り，嫌がらせといったものを織り交ぜなから， しか
し，同時に，アジア的生産様式論の主要な論点に対して，執拗な攻繋を行っ
た。ゴーデスは， ミフ論文や編集局序文と同じく，社会構成や生産様式を決
定するのは，どのような搾取制度によって，直接生産者からの余剰収奪が行
われているかによるとし，マジャールが『井田』序文で挙げたアジア的生産
様式の指標(1)士地私有の欠如， (2)人工灌漑とそれに対応する大規模な公共事
業組織 (3)農村共同体， (4)国家形態としての専制政治，の 4つについて，い
ずれも直接生産者からの余剰生産物の収取を指示するものではないとする。
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ゴーデスによれば，鍵はそれらではなく，マジャール『中国農村経済研究』
におけるマジャール自身の序論から「あらゆる条件を通じてその基礎に横た
わるものは土地の国有である」との記述を引用し，アジア派にとって，アジ
ア的生産様式の鍵は土地国有にあり，そこにおける直接生産者からの余剰生
産物の収取の様式として「地代と租税の一致」があるとして，そこから話を
逆転させ，その「地代と租税の一致」の記述のうちで最も本質的なものは，
マルクスが「地代」と「地代＝租税」とを「本質的には区別しない一何故
ならどちらも土地所有の上に立つから一」（早川訳 pp.16-17) ことだと述
べる。つまり，マルクスにとって，私的土地所有の上での地代の収取と，土
地国有の上での「地代と租税の一致」にもとづく収取の間に本質的な区別は
なかった，ということになる。何故なら， どちらも土地所有の上に立つ，直
接生産者からの余剰の収取であるがゆえに，アジア的生産様式は封建制から
区別されないのだ，と述べているのだ。それに対し，アジア派は，人工灌漑
（大規模公共事業）や共同体，あるいは水源の国有や水の所有など，外部的
属性をもってアジア的生産様式と封建制との区別を死守しようしている。さ
らに，アジア派は，アジア的生産様式から封建制への移行をしぶしぶ認めな
がらも，その移行が如何に行われるかについて，商業資本による旧い生産様
式の分解以外に，具体的に述べていないと追い打ちをかける。
次いでゴーデスは，マジャール等アジア派の国家観が，マルクス・レーニ
ン主義の国家観と相容れないと論難する。アジア派（アジア的生産様式論者）
における国家成立のプロセスは，みなエンゲルス『反デューリング論』の国
家成立への二つの道おける第一の道に依拠している。第一の道は，周知のご
とく共同職務遂行機関の自立（公僕の主人への転化）の道であった。だが，
ゴーデスはエンゲルス『家族，私有財産，国家の起源』およびレーニン「国
家について］で示された私的所有の拡大と階級分化から，階級の非和解的対
立を止揚する国家，すなわちエンゲルス『反デューリング論』における第二
の道において成立する国家こそ，マルクス主義国家観における国家であり，
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アジア的生産様式論における国家は超階級的な，あるいは全階級的な国家で
あり，誤謬であると批判する。そればかりか，エンゲルスにとっても，「国
家はあらゆる段階においてつねに社会の階級分裂から派生するもの」であり，
r国家は公益的機能の遂行から生長するとはエンゲルスは決して主張しなかっ
た」 (pp.24-25) とまで言い切っている。ひどい無理押しであった。
ゴーデスのアジア的生産様式論批判は，マルクス主義の古典に対する内容
的な評価に及ぶことになった。問題は，やはり，例の『経済学批判』「序言」
の定式（世界史の基本法則）におけるアジア的生産様式の理解如何というこ
とになる。だが， この定式は定式たけで成立しているのではない。その前に，
定式を成り立たせているものとして，マルクスはいわゆる唯物史観の公式な
るものを述べ，それを引き継いで，定式が述べられているからである。唯物
史観の公式の冒頭は以下のようである
人間は，彼等の生活の社会的牛産において，一定の，必然的な，彼ら
の意志から独立した諸関係に，すなわち，彼らの物質的生産諸力の一定
の発展段階に対応する生産諸関係にはいる。これらの生産諸関係の総体
は，社会の経済的構造を形成する。これか実在的上台であり，その上に
一つの法律的および政治的上部構造が立ち，そしてこの土台に一定の社
会的諸意識形態が対応する。物質的生活の生産様式が，社会的，政治的
および精神的生活過程一般を制約する（マルクス『経済学批判こ国民文
庫 p.15)。
このパラグラフの後に，文中にある「一定の発展段階」を概括的に指示す
るものとして，マルクスの「定式」が語られるのである。ということは，重
大な意味合いをもつ。もし，アジア的生産様式とは，マルクスが思いつきで
述べたなどとしたら，その前提である定式もまた，いい加減なものとみなさ
れることになるだろうし，また，さらに遡って唯物史観の公式自体も，マル
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クスが 10数年来の自分の思想的営為の総括として，熟慮のうえで述べた，
という前提が怪しくなる。
そのような熟慮のうえで概括した：定式」におけるアジア的生産様式は，
明らかに，他の前資本主義的生産様式とは異なる独自の生産様式であった
（辰巳経世 1935)。
それゆえ，ゴーデス自身も「マルクスはよく東洋を知らなかったという風
に問題を持ってくることはできぬ」と考えていた。だが，ゴーデスには 1920
年代末以来の論争に決着をつけるために以前の議論をさらに一歩進める必
要があった。すなわち，アジア的生産様式をその起源に立ち戻ってマルクス
の思想から排除することである。そうすれば，マルクス主義の創始者の言説
を根拠に執拗にアジア的生産様式を語ることは不可能になる。
そこからゴーデスは， 1850年代，原始社会についての科学的認識， とく
に氏族社会の研究が未だ進んでいなかったことに注目する。「併しこの時期
にとって特殊な意義を有したのは人類史における氏族的秩序の位置が充分に
明らかでなかったと云う事実である」 (p.37)。それが明かになったのは，
モルガン『古代社会』 (1877)によってであり，私有財産の発生，階級の分
化などについてのマルクスの空白を埋めることになった。それらの理解に空
白があった 1850年代において，共同体など原始的諸関係の残存と階級支配・
従属の一定の体制の表現としての専制国家が存在するアジアの歴史に，研究
上の必要として「アジア的生産様式」なる仮説が登場せざるをえなかった，
とゴーデスは理解する。それゆえ，マルクスおよびエンゲルスがモルガン
「古代社会』を発見し，原始社会とその崩壊のメカニズムを理解した後，こ
の仮説はその役割を終えたのである， と。もちろん，マルクスが仮説を立て
たということは，マルクスの過失でも，マルクスの責任でもない。
また，当然モルガン発見後の著作であるエンゲルス『家族，私有財産，
国家の起源』およびレーニンの一連の著作は，アジア的生産様式とは無縁と
なる。アジア派が再三述べていた， レーニンもまたアジア的生産様式を認め
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ていた，などという主張はその根拠を失う。
ゴーデスのアジア派批判に顕若なのは，マルクスの古典学説に、7ち入って
の批判のほか， レーニン国家学説の称揚を挙げなければならないe とくに，
1919年の講演「国家について への裔い評価が目立つ。
はじめに階級のない社会—原初の家父長制的原始社会があり，そこ
に貴族はいなかった—ーがあった。ついで奴隷制に基礎をおく社会．奴
隷所有者の社会がきた。現代の文明ヨーロッパ全体がこのような社会を
経てきた。…世界の他の部分の諸民族の圧倒的多数も，この制度を経て
きた。…奴隷所有者と奴隷， これは最初の大きな階級分裂であった。
•••この形態のあとに歴史上別のある形態がつづいた―農奴制社会がそ
れである。圧倒的多数の国々で奴隷制は，その発展につれ農奴制に転化
した。社会の甚本的な区分は，股奴主的地主と農奴的農民とへの区分で
あった（「国家について」『レーニン全集』第 29巻 pp.482-483)。
このレーニンの歴史発展の図式ともいうべきパラグラフは，原始社会から
奴隷制，そして農奴制への移行を述ぺており，そこにアジア的生痒様式か付
け加わる余地のないことをゴーデスは強調している。レーニンにとってアジ
ア的生産様式は独自な社会構成ではなく―社会形態の継起的図式における必
須の環と考えなかった」からにほかならない。
最後にゴーデスは，東洋における十．地所有，人工灌漑の役割，束洋の専制
政治の中央集権的性質など，束洋的社会のエレメントを過度に強調すること
について警告し，「東洋社会の停滞性への原因はその社会経済的構成の独自
性の中に求むべきではなく，微弱な，少なくとも緩慢な都市の発展の中に求
むべきである＿と，東洋における都rtiの問題の重要性を指摘している。ゴー
デス自身は， 1906年のアジア的牛産様式をめぐるプレハーノフ・レーニン
論争を引きながら， レーニンはアジア的生産様式の実在を認めていなかった
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こと，アジア的社会における上地国有をアジア的生産様式としてではなく，
「国家的封建主義」として見ていたとする。そしてそこにゴーデスは「東洋
における独自な封建主義」の在り様をみている (p.304)。
ゴーデスの基調演説がそれまでのアジア的生産様式否定論とは異なり，ア
ジア的生産様式概念そのものを問題としており，アジア的生産様式は，モル
ガン原始社会論の受容後，マルクス自身によって否定されたとする放棄論で
あった。当然，それは大きな議論となったが，討論会の結論もまたゴーデス
による基調演説で終わり，論争はゴーデス説の勝利に終わったかにみえた。
特に日本のマルクス諸家もまたそのように受けとめた。その後， ソ連におい
てアジア的生産様式は争論のテーマになることはなかった。だが，ゴーデス
流のアジア的生産様式＝「東洋における独自な封建主義」がソ連において主
流学説になることもなかった。
ソ連のマルクス主義諸学はその後数年間，スターリンの統制のもと徹底し
た解体・再編の時期を迎える。そして， 1934-35年，マルクス主義諸学が種々
の見解の表明を再開するなかで，主流派によるアジア的生産様式の理解は，
むしろ東洋に独自な奴隷制説，あるいは初期奴隷制説として登場する。これ
らの学説を表明する役割は，ゴーデスではなく， レニングラード討論会では，
ゴーデス説に対し疑問を述べ，むしろアジア的生産様式を認めたコヴァレフ，
ストルーヴェによって担われることになる悶
次章において， 日本における国家的封建主義をめぐる議論を紹介する前に，
中共上地問題党綱草案以降の，アジア的生産様式に代る種々の封建制論の提
起について，その概括的な印象を述べてみたい。
上述のごとく，アジア的生産様式を巡る議論は，まず土地問題党綱草案の
討議から始まったが，そこにおけるアジア的生産様式規定は，突然の提起で
あり，不意を食らった当局—ソ連党およびコミンテルン中央は，とりあえ
ず，大慌てで現状分析としてのアジア的生産様式を否定し，現状は半封建制
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（封建遺制）のもとにあり，それゆえロシア革命の経験，およびそこで培わ
れた革命路線・革命戦略が中国においても適用可能であり， ソ連＝コミンテ
ルンの指導に誤りなきことを宣言した， と考えられる。
この， とりあえず，大慌ての対応が示しているのはソ連の理論家あるいは
理論工作者たちも，この議論に，どのように対応すればよいか確信がなかっ
たことを意味する。それには種々の理由が存在すると思われるが，まずあげ
られるのは， 1.マルクス『経済学批判』「序言」に，アジア的生産様式が，
明確に，最初の敵対的生産様式として挙げられており，それがアジア的生産
様式論の大きな理論的な根拠となっていた， ことである。アジア的生産様式
論を完全に封じるのにもっとも有効な対処法は，その理論的根拠を，なんら
かの方法でつき崩すことであったが，周知のマルクスの言説をたわめること
は，そう容易なことではなかった。
次に， 2.ソ連史学が形成途上にあり，歴史理論を含めマルクス主義諸学そ
のもののレベルがそれほど高くなかったこと，ましてや， ヨーロッパ以外の
地域における唯物史観にもとづく歴史研究は始まったばかりであり，それを
含め世界史的な規模における有効な歴史発展モデルが未だ形成されていなかっ
たこと，である。
最後に， 3.前述の如く，ボロディンに率いられ，顧問団の一員としてマジャー
ルとともに中国に派遣されたヴォーリン， ヨールクなども，また，その後の
コミンテルンやソ連の中国専門家たちも，みな多かれ少なかれ中国社会を，
西欧ともロシアとも異なった特殊な性格をもつと認めていたこと，が挙げら
れる。それゆえ，独自の社会構成としてアジア的生産様式を否定したところ
で，それに代わる封建制モデルもまた， ヨーロッパ史に範をとったものその
ままではなく，アジア的性格をもつ特殊なものにならざるをえなかった。ソ
連党中央がアジア的生産様式規定を否定したことを知りながら，かつその意
を体したマジャール等アジア派への批判が続けられているにもかかわらず，
ソ連内における理論工作者，アジア専門家のなかから，アジア的生産様式論
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の支持者が引き続き現れた所以である。
4. アジア的生産様式＝国家的封建制説，アジアに独自な封建制説が，急場
しのぎであったというのは， もし，中国専門家が本来のシノロジストとして
の訓練を受けていれば，すぐ気づく問題を看過したところにも表れている。
中国人にとって封建制とは西周封建制のことであった。もし，資本主義侵入
時の中国が封建制のもとにあったとするならば，その封建制は殷周期にまで
遡って適用される可能性が高かった。そうなれば，中国は，奴隷制の段階を
経ることなく，古代以来ずっと封建制のもとにあったということになる。そ
れは，論争が始まったばかりの頃は，あまり言及されることがなかったレー
ニン「国家について」における人類の発展図式，原始社会→奴隷制→封建制
→資本主義， と矛盾することになった。
レーニンの聖人化，その業績の無謬化は，彼の死 (1924年）の直後から
始まっていた。レーニンがアジア的生産様式に対して否定的であったがゆえ
に， レーニンの言説はアジア派批判に大いに活用された。だが，それはもろ
刃の剣であり，アジア的生産様式＝封建制説にとっても， レーニンの発展図
式は大きな制約であった。
3) 講座派における国家的封建主義
前稿（福本 2017)において筆者は，野呂栄太郎『日本資本主義発達史』
第四編「日本における土地所有関係の特質」が，江戸期及び明治期を通じて，
「地代と租税の一致」を基礎とした収取構造において，連続していることを
示し，野呂がそれを「「所謂アジア的生産様式」に特徴附けられた我が国の
封建制度」（野呂 p.303)の特質として把握したことを述ぺた。野呂はすで
に『支那における最近の農民運動と農業問題』（産業労働調査所編 1929)の
編者として，コミンテルンおよびソ連党首脳によって，現状分析としてアジ
ア的生産様式論が否定されたことを知っており，やむをえず，アジア的生産
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様式を封建制と撚り合わせる形において，使用したものと考えられる悶
この時期，共産党主流（のちの講座派）のなかで，アジア的生産様式を論
じたものに，平田良衛 (1929), 寺島一夫 (1930)がいる。平田論文は，ア
ジア的生産様式に関する議論をヴァルガ説から始め，且つそれに未練を残し
ながらも， ミフ説で議論を終えるとの体裁をとっている。平田は，「斯くし
て支那にかつて存在した，又現に存しつつある社会制度は封建的制度であり，
即ちアジア的生産方法の本質的特徴である封建的搾取であると規定された」
（平田 p.79) と述べる。平田は野呂とともに『支那における最近の農民運
動と農業問題この編集にあたっており，思想的に野呂に近かったと考えれば，
これを「アジア的生産様式に特徴づけられた封建制」と解して誤りではない
であろう。平田が挙げているアジア的生産様式の特徴とは「国家的土地所有，
共同体の土地所有，かくして生ずる私的土地所有の欠如Jである。平田はミ
フにならい，これらは直接生産者からの土地を介した収取という封建制の本
質から見れば，二義的なものにすぎず，独自の生産様式を構成するに足りな
いと述べる。
次いで寺島 (1930) は，『ドイツ・イデオロギー」から『資本論；にかけ
てのマルクスのアジア的社会に関する認識の発展をクロノジカルに後付けつ
っ，アジア的生産様式は「アジアにおける封建制の一形態であって，小農業
と手工業との強固な統一結合による自給自足的な村落を基本構造となし，士
地の私的所有は存在しないけれども，農耕の必要上，水利灌漑を管理する事
によって『最高の地主』としての権力をもつ国家が之に君臨して，租税のか
わりに物納地代を収得し，之によって現物経済を確立させて，下部構造の強
固さを再生産し，かくて悠久幾千年の間不変の姿をアジアの沃野に横たえて
きたものであるー（寺島 p.58) と結論づける。すなわち， これも明確に野
呂の影響下にあるということができる。
日本におけるアジア的生産様式論争の画期となったのは，おそらく羽仁五
郎「東洋における資本主義の形成」 (1932)であろう。ただ，それは反アジ
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ア派ヨールクの議論に依った「水の理論；抜きのアジア的牛産様式論であっ
た。且つ:J.'H:は．野呂と同じようにアジア的生産様式を封建制に撚り合わせ
て議論している。
羽仁論文は， 1932年，『史学雑誌／に四回に分けて掲載されたが， とくに
その第二回目は「アジア的生産様式と支那社会」と題され．文字通り，中国
社会を彼なりのアジア的生産様式論によって分析したものだが，羽仁のアジ
ア的社会論をよく表出するものとなっている。
羽仁は．中国社会の歴史社会的特質を分析しようとしつつも，非歴史社会
的なものを決定的要因として挙げる誤った方法を取るものとして，「遊牧民
との闘争」および「人口過剰」の理論とともに「水の理論ーを挙げている。
なぜ，水の理論か非難されるべきなのか。羽仁は，「一つの社会の特四が根
本的には生産関係によって規定される際に，二次的に自然的諸条件，人種的
諸関係，外部の諸影響等が作用されることは事実である 1が，「根本的規定
としての生産関係をはなれて，或は自然諸条件だけをまたはその自然的諸条
件に属する一，二の事情だけをとり出して議論の出発点とし，または説明の
根拠とすることは，外見的独創に誘惑されて，社会の構造及び発展の科学的
解明を放棄することである」と述ぺ，その水の理論批判の主旨としている。
では，アジア的牛産様式という概念そのものが間述っているのであろうか。
羽仁はそうではないと考える。羽仁によれば，いずれの国々においても世界
史過程が確証されるべきであり．中国の歴史においても氏族社会崩壊後．
「奴隷制．農奴制．賃労働の各段階を．何等かの形態と何等かの歴史的時間
との上で． しかも必ず順次的進歩的に経過せねばならなかった」（羽仁 p.31
7) 。だが'~その占代に於いては． ヨオロッパ古典古代に於いて見られた如
き私的奴隷所有への発展の方向が支配的にとられなかったこと，そしてその
中世に於いては，ヨオロッパのそれに於いて見られた如き封建的大上地所有
者の自立および都 ITTの自由への発展の方向かとられなかったこと ~(p. 318) 
を例に挙げ．羽仁は，此等の差異を抹殺することは．公式主義の貧弱への叩
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落を意味するとして退けた後，「実は奴隷制，農奴制の生産様式の発展段階
が支那に於いてとらざるを得なかった一つの形態」こそ「アジア的生産様式」
だと述ぺるのである (pp.317-318)。
これは，まったくもって 30年代中葉に登場したコヴァレフ説の先取りと
もいうべきものであったが， ここではこれ以上言及しない。
なぜ，中国のようなアジア的社会において， ヨーロッパ的な古代や中世の
歴史コースとの間に差異が生じるのか。羽仁は，その要因として，原始社会
から階級社会への飛躍によっても，氏族的もしくは共同体的諸関係か爆破さ
れなかったこと，あるいは爆破されたはずの後も，それらが新しき階級社会
関係に巣くい且つ存続したことを挙げる。この「氏族的諸関係の保存の基礎
は，正しくマルクスが指摘した如く，アジアに於ける土地所有の「国家的規
模に集中された」形態に，「地代と租税の一致」に求められねばならぬ」と
しながらも，羽仁はそれが一般的な意味での「土地私有の欠如」と「最高の
土地所有者としての国家」への理解に繋がることを拒否し，そうではなく
「士地私有の欠如」とは「土地私有への発展の特殊な形態を意味し」，「最高
の土地所有者としての国家」とは「上地所有の国家的規模への集中を意味」
すると解する。そしてそれは，封建社会においては「封建的農奴所有者階級
の土地所有権力ゞその国家への集中の傾向の下に発展せざるを得なかったこと，
従って．そこではその国家的集中によって封建的土地所有の本質は変えられ
ず，いな一層矛盾に塞がれたものとされて居たこと」として厳格に認定せね
ばならないと，羽仁は提言する。したがって，「アジア的生産様式は，本質
的に奴隷制乃至農奴制的生産様式よりほかのものではなく，ただそれが後れ
た氏族社会末期の関係の保存により，一層矛盾に塞がれ酷烈にされたもので
ある， というよりほかない」 (pp.323-324) とされる。
さらに羽仁は，このアジア的生産様式に巣くわれたため， ヨーロッパのよ
うな領主制と農奴制が存在しないとしても，中国の直接生産者が―独立した
生産者としてのその農業及び之に伴う農村家庭的手工業を経営する小農民と
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して，名目上の地じに対して独立し．そしてこの名目上の地主のために経済
外の強制によって余剰労働を搾取される」という主要な規定において．本質
的に―農奴ーであった以上，中国の前資本主義的な社会構成（ま．本質的に封
建領主制よりほかのものでない， とまで言い切る。
この羽仁の議論の特徴は．―水の理論ーを排＇ッつつ．アジア的生産様式誇
を語る点にある。水の理論抜きの，いわば片翼飛行的なアジア的生産様式論
ではあるか，一つのアジア的生産様式論であるには違いなかった。且つ，古
代においては氏族制的諸関係共同体的諸関係の残存により，奴隷制への発
展が限定的であり，且つ中世においては封建的大土地所有や農奴制への展開
か弱かったこと，などの認識は， ミフ以来，編輯局序文， ヨールク等． ソ連
主流（従って反アジア派）の理論家にも共通したものであり，従って講座派
にとっても十分に許容しうるアジア的生産様式論であった。
羽仁は同論文発表の年， 1932年，野呂監修による『日本貧本主義発逹史
講座』の七要執筆者として招かれる。野呂が羽仁を高く評価したからだと言
われているか．当時，羽仁の主要論文としては同論文しかない以上，野呂が
それを高く評価したとみて間違いないであろう。
羽仁は中国の封建国家とその支配について，幾度も「国家的規模に集中せ
られたる十．地所有権の支配」を強調している。そして，それか中国の封建制
にアジア的生産様式の形態を刻印する， とするのである。確かに，羽仁が国
外のマルクス主義の動向に注意を払い． ョールク説なとを摂取していたこと
は出実である。だか．筆者は．それ以上に．羽仁か，野呂の 地代と租税の
一致ーに関する議論および r国家＝最高地主説ーをアシア的生産様式に関
する議論の場へ洪いたことか，野呂から高く評価された所以ではないかと考
えてしヽ るc
講座派の主要メンバーのなかでは，平野義太郎が野呂の問題提起を引き継
ぎ， rアシア的生産様式に特徴づけられた封建制」をより具体的に維新以前
の社会構成に適用している。『日本資本主義発達史講座』第 2巻に寄せた
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「明治維新における政治的支配形態」において，平野は徳川期の搾取状態に
ついて，「一方では，決して古代アジア的生産様式そのものに基くものでは
なく，むしろ，その本質を，封建制そのものに見出し， しかし，アジア的搾
取様式の遺制によって特徴づけられたものであった」（平野 p.246) と述べ
ている。
さらに，徳川期封建制の性格がそれ以前の封建制に比べ，統一への傾斜が
強いことを挙げながらも，「同時に， しかし，それぞれの藩の規模で，土地
人民私有の純粋な封建組織を構成した日本の各藩が，それぞれ独立割拠して
ーの農奴的国家・自給自足的封鎖国家，藩主を’国主」として，土地領有の
階層が秩序づけられ，年貢も，この藩の規模においてのみ，地代と租税との
合一せる貢租を構成したことは，特徴とさるべきである」 (p.255) と述べ，
各藩が一つの農奴制国家である一面を持っていたことを指摘している。
平野は羽仁と同じく，野呂の「地代と租税の一致」に甚づく前資本主義的
社会構成，「国家＝最裔地主」説を継承し，それをアジア的社会の封建的社
会構成の特徴としている。だが，平野は封建制の枠組みに組み込んだとはい
え，アジア的生産様式を軽視したのではない。また， ソ連の反アジア派（ア
ジア的生産様式否定論者）や羽仁，服部とは異なり，水の理論に踏み込むこ
とを辞さなかった側面を持つ。何と言ってもウィットフォーゲル大著の翻訳
（『解体過程にある支那の経済と社会』）は，アジア的生産様式論への平野の
大きな功績であり，その跛（「ウィットフォーゲル『解体過程にある支那の
経済と社会」跛」）も，古代アジア的生産様式を独自な生産様式と認め，そ
の遺制が封建社会を経て現状（半封建制）にも及んでいること，また批判さ
れている水の理論についても，生産諸力の自然的契機として捉えることを述
ペており，その点において当時の議論と一線を画すものであった。
さらに，服部之総も，野呂「国家＝最高地主」説に呼応した。服部之総は
1930年代日本資本主義論争において「厳密な意味でのマニュファクチュア
時代」説を提起したことで知られる。では，「厳マニュ」段階の時期におけ
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る社会構成を服部はどのように考えていたのであろうか。
1933年「厳マニュ」を提起した「維新史方法の諸問題」（『歴史科学』
5月号）の後半部は，アジア的生産様式を問題としている。幕末日本におけ
る階級分析から，プルジョア革命の原動力を明らかにすること，そこに自己
の厳マニュ論の意義を示唆していると考えられる。
服部は，幕末における「アジア的生産様式」の存在については何人も否定
し得ず，土地は国家的に所有されており，その結果地代と租税は形態的に一
致していた（明i台維新はこの点を一屑明瞭にした）と述べる。だが，同時に，
アジア的生産様式の表徴である「小農業と手工業との強固な結合」が幕末日
本においては，（本来の意味での）マニュファクチュアの発展により，破壊
されつつあったように，国家的十．地所有とその結果としての地代と租税の一
致もまた，私地主の増加にみられる土地私有の増大により，すでに「自己を
喪失しつつあった」との認識を示している。
しかし，服部の幕末に対する認識は―．．重である。彼は，幕末における「厳
マニュ」段階の社会構成と，封建制の「アジア的形態」（「アジア的生産様式」
はその前時代的残存物によって妓も酷烈にされた，いわば最も傍若無人な，
封建制である）とを一ー対立物の統一として一ーともに認めるのである。
4) 古代史研究における国家的封建主義
日本で最初に国家的封建主義の名称を用いて自己のアジア的生産様式に関
する見方を述ぺたのは，早川二郎であった。
マジャール『中国農村経済研究Jl: (1932)およびレニングラード討論速
記録『アジア的生産様式に就いて』 (1933)の翻訳者として，早川は編輯局
序文もゴーデス報告も熟知しており，マジャール的な，奴隷制や封建制とは
異なった，特殊な社会構成としてのアジア的生産様式論がソ連党主流から拒
絶されたことを知っていた。それゆえ，アジア的生産様式論が生き残る道は，
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ただそれをなんらかの形の封建制であると主張することであった。貢納制を
軸とし，積極的な論陣をはった 1934年末以後のアジア的生産様式論とは異
なり，当初の彼の論調は極めで慎重であり，マジャールなどアジア派のアジ
ア的生産様式論が誤った理論であると常に前置きしてから議論を始めるなど，
ソ連における主流派の見解に忠実に従っていた。
アジア的生産様式についての最初の論文「日本歴史とアジア的生産様式」
（早川 1933)では，早川は編輯局序文に依拠し，アジア的生産様式の主要な
契機を土地国有と捉え，そのもとでの直接生産者（班田農民）を農奴と規定
した。「アジア的生産様式の社会が封建的社会構成の一種であることを認め」
る以上，封建制のもとでの直接生産者＝農奴との類推が働いたのであろう。
当初，早川は，アジア的生産様式も国家的封建主義も自分の用語としては使
おうとせず，それらに対しては「国家的士地所有」を代置していた。
早川は『日本王朝時代史』（早川 1933)において，典型的な封建制以前の，
国家的土地所有に某づく封建制を「国家的封建主義」と呼ぶようになる。早
川によれば， この「国家的封建主義」は，アジア的生産様式でもあるが，そ
れはマジャールなどの誤りに充ちた「水の理論」とは，あくまでも一線を画
したものなのであった。早川は「国家的な土地所有は…決して特別な社会的
構成を形造るものではない」と述べ，例の「地代と租税の一致」に関する一
節を引用しつつ，このような国家的土地所有のもとでの階級関係―-「農奴
制」―は「本質においてヨーロッパの中世紀と異ならぬ」ものであり，そ
うである以上，封建主義でなければならないのだ，とする (p.209)。
だが，その一方で，早川は，近世における国家的封建主義を認めていな
ぃ10)。『日本歴史読本』 (1934)では，明治維新の変革に関して，「地租改正
によって成立した，金納地租は，かように量的に云って，単に封建的物納地
租と同様であったのみでなく，質においても決して異なるものではなかった。
それは物納地租が貨幣に換算されたものにすぎなかった。」（早川 1934
p.270) と述べ，他の講座派の論客同様に，金納地租への転換にもかかわら
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ず，農民負担の封建的性質も依然として引き継がれたことを述べているが，
国家＝最高地主説への言及はない。というのも，早川にとり徳川期はマルク
スも「純粋封建制」と認めたような，典型的な封建制であり，ヨーロッパ中
世封建制と同じものである以上，わざわざ「国家」を冠すべき特殊な封建主
義ではありえなかったからである。
ともあれ， この時期の早川の「アジア的生産様式＝国家的封建主義」論は，
ソ連一辺倒といってもよいものであり， ソ連主流の見解を擁護することに汲
汲としていた感がある。とくに「国家的士地所有-'の重視は「編輯局序文」
における，アジア的生産様式の特質は，共同体制度でもなく，農業と手工業
の結合でもなく，土地国有であるとの一節を奉じたものであった。また，ア
ジア的社会における灌漑の役割に対しても，水の理論との関わりを危惧し，
つねに否定的に見ていた。
早川にとって「東洋古代史における生産様式の問題」（『歴史科学』 1934
年 12月）が転機であった。おそらく， 1933年春頃から唯物論研究会の歴史
部会に参加し，渡部義通，秋沢修二，伊豆公夫などと古代史研究をめぐり議
論を深めたほか，主として『歴史科学』を中心に，次々と発表した論考にお
いて，部民制，国造制，班田制，荘園制など土地所有制や隷属のシステムな
どを論じてきた早川には，歴史理論とその具体的な歴史領域への適用に関し
て，ソ連流の公式主義理解とは異なった独自の構想が生まれつつあった。
とくに，ローザ・ルクセンプルクのインカ帝国についての，共同体による
共同体の支配の理解から，貢納制がアジア的生産様式の収取システムにとり
枢要をなすとの見解に留意している点において，後のゴドリエと類似した理
解に達したものと考えられる。さらに言えば，貢納制は氏族的諸関係や共同
体的諸関係の残存に適合的であった。そして，この共同体による共同体の搾
取である貢納制から，古代中国，古代日本のように「国家的封建主義」の名
で呼ばれるような，国家的土地所有に基く封建主義が形成される， と述べる。
1934年末，秋沢修二も国家的封建主義説に与するようになり，講座派の
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理論家たちの多くがアジア的生産様式＝国家的封建主義説をほぽ受容したか
のようにみえた。秋沢はエンゲルス『反デューリング論』における国家成立
の第一の道を， 日本における氏族制度の分解と原始的貢納国家の成立に見て
いる。この貢納国家を支える「貞納諸種族の氏族成員が，畿内に於ける支配
種族の間での階級分裂と私付財産制の発達に依って，世襲的貴族の私有とな」
った形態が部民制度であり（秋沢 p.68), これは貢納制としての国造制か
らから農奴制への過渡的形態である， としている。部民は決して農奴ではな
＜．半農奴であり，農奴への転化の過渡的形態であった。
大土地私有と氏族制度（氏族的土地共有）との対立・矛盾により，部民制
度は必然的に解体し，部民は農奴と奴隷に分化するc それとともに，部民制
度と大土地私有は統一的に結合し，土地の封建的領有と股奴制が成立し，大
土地所有と氏族的土地共有との対寸矛盾か発展のうちに解決されることによっ
て，国家的土地所有が成立する。
部民制度と大＋．地所有との統一的結合に依って部民の農奴と奴隷への
分化と貴族の農奴に対する封建的支配を打ち建て．即自的に成立しつつ
あった封建的十地所有関係．封建的収取関係を強力に依って統一化し普
遍化し．全国的規模に於て，一挙に樹吃せんとしたのが大化改新であっ
た。大化改新は封建主義を樹立した（秋沢 p.73)。
この国家的上地所有のもとの封建主義が国家的封建主義 (p.74) である
ことはいうまでもない。班田農民は農奴であった。大化改新によって樹立さ
れた国家的土地所有は．それ自身が鋭き矛盾を内包していた。国家的土地所
有は前述のごとく氏族的上地共有と土地私有の対立・矛盾を内包していた。
その氏族的土地共有の最後の形態である地割制度は班田制度に転化されてい
たか．「生産力の発達か班田制の基礎をなす割地制度を崩壊せしめ，班田制
度そのものを不可能ならしめると共に．国家的土地所有は．それ自身の矛盾
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に依って急速に解体する」 (p.75)。班田制の行き詰まり・解体とともに，
位田・職田・功田などが世襲化され，墾田の発生と永久所有の許可などが進
行し，過渡的形態としての国家的封建主義は急速に解体し，典型的な封建主
義が前面にIT.ち現れてくる (p.76)。
5) コヴァレフ説の到来と国家的封建主義
1934年末，同じく『歴史科学』 12月号には，アジア的生産様式に対する
ソ連主流の新見解， コヴァレフ説が登場し， 日本に伝えられることになった。
コヴァレフ「奴隷所有者的構成の若干の問題について」は，東洋古代史にお
ける奴隷制説の優位に大きな役割を果たしたものだが，それはまず，古代封
建制説の矛盾を突き，それに代わる奴隷制説を提起するといったものではな
かった叫
コヴァレフ論文は，まず．マルクス主義の創始者たちの偉業をつぐものと
して， レーニンの歴史理論の提示から始める。これまでのソ連主流の見解と
して取り上げてきたミフ論文，編輯局序文，ゴーデス基調報告らは，いずれ
も彼らかターゲットとしてきたアジア的生産様式論を取り上げ，その矛盾を
つくことにより， 自らの主張を正当化してきた。だが， コヴァレフ論文は，
そのような手続きを踏まなかった。ソ連における新しい公式論の提示こそ，
コヴァレフ論文の使命であった。
レーニンの講演「国家について」が述べた，原始社会の崩壊後に続く，奴
隷制→農奴制→資本制への発展を普遍的な歴史発展と認め，その観点から，
東洋における古代封建制説の誤りを説き，且つ古代奴隷制説の正当性を説く
ものであった。それゆえ， コヴァレフにとって，マルクスの「定式」におけ
るアジア的牛産様式は，古代における国家的封建制ではない。「定式」のア
ジア的生産様式にあたるものは， レーニンの発展図式における最初の敵対的
社会構成である奴隷制でなければならず， しかも，それは古典古代の奴隷制
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とは異なったアジア的性質を有していなければならない。ただ，アジア的生
産様式論は東洋古代のみならず，東洋における近代以前の歴史をも包み込む
ものとして提起されていた。それに対しては， コヴァレフは， レーニンの発
展図式に依れば，東洋においても近代以前の搾取制度は封建的なものでなけ
ればならず，それゆえ，封建制ではあるが，アジア的特質を有していなけれ
ばならない，とする。そこから，「定式」におけるアジア的生産様式とは，
独立した生産様式ではなく，古代においては，奴隷制のアジア的変種であり，
中世においては封建制のアジア的変種にすきないとする，実に器用にして折
衷主義的なコヴァレフ説が誕生する。
コヴァレフ説の到来は，早川を「アジア的生産様式＝古代における奴隷制
のアジア的変種」説には向かわせなかった。むしろ，早川が一貫してこだわっ
てきたソ連史学主流への配慮，その信奉の対象であった編輯局序文の見解，
およびゴーデス説（アジア的封建制説）など―それらはみな中国革命の実
践と現状分析をめぐる討論から生まれたものであった一が，ソ連内の事情
（マルクス主義諸学の解体と再編）から，一挙に覆ってしまったことによっ
て，彼におけるソ連史学主流への信頼を失わせることになったのだと思われ
る。早川は， しばらくは国家的封建主義説の装いを維持しつつ，次第に貢納
制説に軸足を移していく。かつ，貢納制とは原始社会の末期のウクラード
（経済制度）であり，そこから，奴隷制を経ることなく封建制（国家的土地
所有に基づく国家的封建主義）へ移行することが，アジア的な封建制への道
であると考えるようになる。
氏族制社会から国家への道として貢納制を想定するのは，秋沢 (1934) も
同様であったが，秋沢がそこにおける階級分解の在り方として奴隷制を排除
しないのに対し，早川 (1935)はあくまで奴隷制を経るコースを認めまいと
し，アジア的社会においては，奴隷制はウクラードとしては存在したとして
も，社会構成を成立することはなかったと初心を貫いている。
早川は，その主著ともいうべき『古代社会史』において，従来のスタンス
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を変え「アジア的生産様式＝国家的封建主義」説から，離脱をはかる。早川
はアジア的生産様式とは頁納制を軸とした収取システムにもとづく社会構成
であり，時期としては原始社会の禾期にあたると考える。貢納制は（支配）
共同体による（被支配）共同体の支配のもとにおける収取システムであり，
それぞれの共同体内部においては階層分解が進行中とはいえ，共同体の枠組
みは辛うじて維持されている。それゆえ，それは階級社会ではなく， したかっ
てアジア的生産様式もまた敵対的な社会構成を支える生産様式ではない。そ
こから．これまでアジア的生産様式あるいは国家的封建主義の収取様式の甚
礎とされた―地代と租税の一致」を，早川は．それは封建制に関するもので
あり，アジア的生産様式に関するものではないと考えるにいたる。
このような「貢納制」＝アジア的生産様式にもとづく社会は，共同体的諸
関係が根強く残存することによって，社会が奴隷制的な分解を遂げることを
難しくしている。だが，支配共同体による被支配共同体への支配の強化．頁
納制的な収取の強化により，共同体の分解は進行し，奴隷制が未展開のまま，
共同体的諸関係を引きずりつつ共同体成員は次第に農奴化することになる。
では， 日本の律令期や中国の秦漢期のような明確に階級社会へ転化した社
会は如何なる社会構成なのであろうか。早川はそれをアジア的封建制と呼び．
「地代と租税の一致」にもとづく収取か行われるとしている。アジア的国家
およびその支配機構（土・貴族・官人）は，「地代＋租税」を直接生産者
（農奴化した共同体成貝）から強力（公権）をもって吸上げる。このアジア
的封建制のもと土地私有か批大し．荘園など大士地私有が土地国有を蚕食し．
大土地私有者が直接生産者（農奴・隷農）から経済外的強制により剰余収奪
を行う典型的な封建制へと移行する。
それは．原始社会→奴隷制→封建制への展開を世界史的に普遍なものと考
え，それが日本においても貫かれていないはずがないと考える渡部義通や，
国家的封建主義説を放棄し，コヴァレフ説を受け入れ， レーニンの発展図式
に基づき無階級社会→奴隷制社会→農奴制社会への継起的発展を積極的に支
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持するようになった秋沢修二など他のマルクス史家との間に亀裂を生むこと
になった。秋沢はアジア的生産様式の概念およびその歴史的存在を強く否定
するようになり，アジア的生産様式論を堅持する早川との間で理論的対立を
深めることになった。
コヴァレフ説の到来ととともに，マルクス史家の間に古代奴隷制論が台頭
し，理論家たちは次第にそれを受容していく趨勢となる。その結果，古代社
会＝封建制説をとるものは，ほぼ早川一人となっていく。その早川に代り，
ソ連主流の見解の古代奴隷制の擁護を積極的に担ったのは秋沢と渡部であった。
だが，近世＝江戸期における「地代と租税の一致」に基く封建制（国家的
封建主義）説は終焉しなかった。というのも，コヴァレフ説におけるアジア
的生産様式理解のもう一つの側面，中世においては封建制のアジア的変種と
する見解が，江戸期＝国家的封建主義説―「アジア的生産様式に特徴づけ
られた封建制」一を無効にすることはなかったからである。コヴァレフ自
身がストルーヴェなどともに，古代オリエント史の研究者であったこともあ
り， コヴァレフ説はあくまでも古代史におけるアジア的生産様式あるいはア
ジア的社会構成に関わるものとして受け止められ，近世や近代に関わるもの
として議論されることはなかったからである。
小括
以上のように，本稿で検討した国家的封建主義およびアジア的封建制を基
調として提示された諸説は， 1927年以降アジア的生産様式論が引き起した
波乱を鎮めるべく，混乱を収拾するための正統派の多大なる努力の「跡」と
でもいえるものであった。ミフ論文以来，種々試行錯誤しつつ，捻り出した
国家的封建主義およびアジア的封建制は．マルクス主義歴史理論としては不
完全な解であった。それは，アジア的社会の古代にも封建制を認めることに
なるため．古代以来アジア的社会は一貫して封建制のもとにあったという結
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論を招くことになったc すなわち，永遠のアジア的生産様式（アジア的停滞）
に代わる永遠の封建制に行き治く。
それを回避するために，古代奴隷制論を吸収したコヴァレフ説が登場する。
アジア的生産様式は，古代＝奴隷制のアジア的変種，中世＝封建制のアジア
的変種と，古代・中世の二つの時期 (epoch)に別れることになった。だが，
コヴァレフ説もまた根本的な矛盾をもっていた。
なぜ，アジア的生産様式および古典古代的生産様式は， ともに，同じ奴隷
制であったのか。コヴァレフ説におけるアジア的生産様式の最初の解である，
奴隷制のアジア的変種説は，ストルーヴェによって初期奴隷制一未発達の奴
隷制一説としてマルクス主義古代史学において流布する。
それを「定式」に繰り込めは以下のようになる。
原始社会→初期奴隷制（アジア的生産様式）→奴隷制→封建制→資本主義
この「定式」のコヴァレフ＝ストルーヴェ解において，奴隷制が二つの段
階 (epoch)を占めるというイ洋自然さ，不格好さが際立つ。もし，それをマ
ルクスが構想したとしたら，歴史構想におけるマルクスのデザインの悪さを
想起させるものであった。独自の生産様式としてのアジア的牛産様式を認め
る以外にその不自然さや不格好さを解消する術はないはずであった。
だが，独自な生産様式としてのアジア的生産様式によって，その困難を解
消すれば，歴史の多様な発展コースを認めることにつながり，マルクス＝レー
ニン主義流の直線史観が成立しがたくなる， という根本的な矛盾を抱えるこ
とになる。さらに，アジア的生産様式論に与することは，アジア的社会が長
期にわたり同一の生産様式，同一の社会構成にあったことを認めることにな
る。すなわち，アジア的停滞論への回帰に行き着く。いずれにしても，進歩
の世紀である 20世紀においては，苦難の選択であった。
前述のように，ソ連におけるアジア的生産様式＝国家的封建t義説は， ソ
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連の理論家たちが状況におされながら捻り出した，理論的にはかなり無理の
ある学説であった。その状況とは，中国革命をめぐるスターリンとトロツキー
の論争であったり，マジャールなどアジア派の意外な健闘であったり， ソ連
内のスターリン独裁の成立とレーニンの神格化，そしてその膝 Fにおける学
術部門の解体・再編（中国風にいえば整風）であったり，と種々様々であっ
たが，その多くは彼らの力を超えた，コントロールしえないものであり， と
くに政治的なプレッシャーは，結果として彼らを翻弄するものであった。
では， 日本における国家的封建主義に関する議論は， ソ連の理論家たちの
受け売りであったのであろうか。たしかに，初期においてはそのような印象
を否めないであろう。たが，どのような分野であれ，国外から新しい学説や
理論を受け入れる際には，当初， 日本の紹介者による一種の受け売りとして
始まる。とくに， ソ連から到米するものが，正統学説あるいは教義としての
装いを持つときには，その印象が強まる。
言わなければならないのは，左翼理論家たちにおいては，その時々の正統
学説やその理論への支持を表明するかぎり，つまり国家的封建主義の名のも
とにアジア的生産様式を命ずるかぎり，内容的にはかなり自由に発想できた，
という点である。それゆえ，外来の学説や理論は，一方でソ連から到来した
正統学説や教義として機能しているかにみえながら，現実の日本の左翼理論
家の手によって，彼らか抱えている課題に応じて，より具体化され，現実化
されることになった。その成果は，単なる公式の適用とは異なった膨らみ，
時には豊かな内容をも持ちえたのである。幾つか例を挙げてみよう。
野呂 (1930)の「アジア的牛産様式に特徴づけられた封建制 1とその遺制
の強調は，明治期以降の日本か，資本主義的な発展を遂げ，ブルジョア政党
による政権が成立したように見えても，なにゆえ，政治的・経済的に，木だ
「絶対J:義／—-旧支配府を含む支配者群とブルジョアジ一の支配プロック，
だがヘゲモニーは前者にある一の支配のもとにあるのかを説明せんとする
ものであり，「絶対主義の物質的甚礎」すなわち「国体」の経済構造の解剖
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を目指すものであった。
前稿（福本 2017)を引き継いで己えば以下のようになる。「アジア的生産
様式に特徴づけられた封建制」あるいは国家的封建主義説は，なぜ大土地私
有の階級利害を維持すぺく成立しているはずの封建国家や封建領主の地方政
権が，直接牛産者（農民）に対しつねに公（おおやけ）として振舞い，直接
生産者の剰余労働・剰余生産物をも，年貞・諸役 Cf名役）として収取しうる
のかを説明するものであり，「租税＋地代」の収取は，それに理論的な基礎
を与えるものであった。明治国家はその収取システムを引き継いだのである。
野呂たちが対峙しなければならなかったのは，その収取システムのもとに
成立した明治国家とその後継政権であり、彼らは公（おおやけ）の権威のも
とに国民を強く統合し，その反対者（革命家とその支持者）を非国民として
法の保護の外へと排除した。この構図は，アジア的国家においては一たとえ
社会七義を自称しようと，今も変わらない。
羽仁五郎 (1932)は，その野呂の試みを，アジア的社会全般に通ずるもの，
即ちアジア的生産様式論として提起したことに最大の意義がある。野呂の理
論とアジア的生産様式との関りについては，すでにプロ科の指導者寺島一夫
(1930)が指摘していたが，羽仁は彼独特の歴史哲学をもってアジア的生産
様式論を語ることにより多くの読者を引き付けることに成功した。古代から
近代にいたるまでの氏族的諸関係・共同体的諸関係の残付をキーワードに，
日本を含めたアジア社会を結び付け，種々相違はあれ，アジアの諸民族が運
命 一封建制ドのアジア的停滞と帝国主義侵入による植民地化の危機一ーを
共にしていることを印象づけている。
早川二郎は，アジア的生産様式＝貞納制説を唱えることによって新境地を
開くことに成功した。占代国家封建七義（律令期）の前段階として，「共同
体による共同体の支配」の収取システムとして貢納制を想起したことが契機
であった。以後，袂を分かつことになるか， この点は秋沢修-_(1934) とも
共通していた。マルクス主義貢納制論についてはローザ・ルクセンプルク
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（『経済学入門」岩波文庫）に始まり， 1960年代中葉の国際的なアジア的生
産様式論争におけるモーリス・ゴドリエおよびイオン・ボヌ等によって継承
されるか，早川のそれは，その両者を繋ぎうるものであった。 1939年に刊
行されたマルクス『資本制牛産に先行する諸形態」は，アジア的社会におけ
る「共同体による共同体の支配」を総括的統一体（上位の共同体）の支配と
して述べるが，その刊行以前における早川貢納制論は，頁納制論の理論的可
能性を広げる貸屯な試みであった。
そのほか，服部之総 (1933)の「厳密な意味でのマニュファクチュア時代」
の提起が国家的封建主義（アジア的生産様式）論と表裏の関係にあったり，平
野義太郎 (1934)における半封建制論（アジア的生産様式の遺制）がウィット
フォーゲル「水の理論」と微妙な関わりを有していること等，興味は尽きない12)0
《注》
1) 本稿は，主として 1920年代後半から 30年代中葉にかけての，マルクス主義歴
史理論をめぐる論争に関する考察であり，内容的には，拙稿「アジア的生産様式
論争：戦前日本編」 r明治大学教養論集JNo. 351 (2002), 「戦Jlijfl本における奴
隷制論'ft」「明治人学教強論集」 No.411 (2006)に続くものである。前て稿が戦
前日本のアジア的生産様式論争を，主に早川二郎，秋沢修―,．．相川春喜，渡部義
通など唯物論研究会歴史部門のメンバー（或いは雑誌『歴史科学』同人）を中心
に見ていたのに対し，本稿は，野呂栄太郎など講座派主流における議論を中心に
見ている。
2) 国家的封建制度，同家的封建制，国家的封建主義，国家封建土義など，論者に
よって，あるいは翻沢占の場合．訳語として，微妙に異なっているが，ここでは
同じものとして扱っている。また，アジア的生産方法，アジア的生産様式につい
ても同様である。この時期はH本のマルクス主義諸学の創成期にあたるため，訳
語（用語）はまだイ召安定であり．訳語（用語）にプレがあることを了解されたい。
3) このヴァルガ論文は． マジャール「支那問題概論J田中忠夫＆安藤英夫訳
（叢文閣 1936)の結諭部において，ヴァルガ「支那革命の見透し」として掲載さ
れている。
4) ミフ論文は. 1928年末， コミンテルン機関紙，―コムュニスティッシェ・インテ
ルナツィオナーレ」 (DieKommunistische Internationale)に「中同共産党大会
における炭業問題 I(Die Agrarfrage auf dem Parteitag der Kommunistischen 
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Partei Chinas)と題して掲載されたもの。なお，―アジア的生産方法について一
と改題したのは編集部（野呂栄太郎＆平田良衛）である。
5) 日本では asiatischeProduktionsweiseの訳語として「アジア的生産様式ーか
定着していた。野呂がなぜ，編集者として「アジア的生産方法」という訳語を認
めたのか不明であるが，おそらく土地問題党綱草案や六全大会土地問題に関する
決議の用語として既に使われていたため，従来通りの訳語を使用したのであろう。
なお，プロレタリア科学研究所中国問題研究会（早川二郎）訳のマジャール『中
国農村経済研究J上 (1931年 11月発行）においても，訳語としてアジア的生産
方法が採用されている。
6) レーニンの封建制の用法および中国封建制への言及に関しては， i馬天喩「「封
建」考論J(武漢大学出版社 2006)231-237頁を参照。
7) ゲオルギー・サファロフは， コミンテルン極束局のメンパーてあり， 日本問題
についても深く関与した。 1931年日本共産党政治テーゼ草案の起草者であった
といわれている。
8) だが，冷静にレニングラード討論会の記録を読む限り，参加者はそれぞれ自分
の見解を述ぺ，議論を闘わしていたように見える。コヴァレフやストルーヴェは，
この討論において，アジア的生産様式を支持する発言を行っている。ただ，コヴァ
レフらは，アジア派の見解に与したのではない。彼らは，アジア的，古典古代的，
封建的と続く諸生産様式の「定式」の序列を，アジア派のように並列的な・類型
的なものとして捉えるのではなく，前代の生産様式に後代の生産様式が続く継起
的なものとして捉えていた。
9) 野呂と国家的封建主義論との関りについては，対馬忠行「日本資本主義論争史
論』（黄土社 1948年）がもっとも明解な指摘をしている。なお，以下の引用は，
2014年こぷし書房版に依っている。
「見らるる通り，野呂氏においては，明治維新以来の日本社会のもつ「封建的
なるもの」は，いわゆる「国家封建主義」として把握せられ，国家はかかる
「国家封建主義」的権力として理解せられた」（対馬 p,77)。「いわゆる「国家
封建主義」とは，「封建主義」の一種であるが，「土地所有者」が「私的の地主」
でなく「国家」であり，従って，「地代と租税が一致する」が如き，即ち「同
家が最高の地主」である処の封建主義である（対馬 p_77)。
10) 早/I二郎は，服部之総に見られるような見解，即ち，江戸時代の各藩の年貢を，
土地国有制のもとでの，租税だと考え，村方地主への小作料を地代であると考え
ること（「維新史方法上の諸問題」（『歴史科学」 1933年5月）を間違いであると
批判する。早川は，幕府より各藩に課す負担か租税であり，年貞は封建地代であ
ると考えていた。日本においては，古代の国家的土地所有（班田制）に基づく国
家的封建主義から，大土地私有に支えられた典型的な封建制が成立したと考え，
それゆえ，藩領は大土地私有にもとづくものであり，直接生産者からの収取＝年
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貢は封建地代てある， ということになるc
11) 新しい主流学説の提唱者としてのコヴァレフは、ゴーデスについて何も語って
いない。そこから， コヴァレフ説はゴーデス説の継承• 発展てあるとみなす考え
方も出てくる（晴山見烏「最近に於けるアジア的生産様式の問題の展開ー「歴史
科学l1935年2月号）。だが， 1930年代中葉のH本において， レニングラード討
論以後のソ連内の動向をまった＜把握しておらず，この論争の中断期にソ連内の
「理論界」（研究者および理論工作者の世界）に劇的な解体と再編が起きたことを
理解していなかった3 即ち，再編後はレーニンの―シェーマ＿（「国家について」）
か．マルクス―定式」に優先することになったということ，これである。この再
編には， レーニンの神格化を通じて自‘らの権力強化をはかるスターリンの強い意
志をみることができる。
12) 当時の「国家的封建主義．説の広がりについて．本稿で紹介した以上に裾野が
広い可能性がある。五井直弘『近代日本と東洋史学J(青木書店 1976年）におい
て．志田不動麿「晋代の上地所有形態と農民問題ー（『史学雑誌』第 1,2号 1932
年）に関して次のような記述があるc ―志田論文はアジア的生産様式， とりわけ
国家的封建制説にもとづいて，晋の占田・課田制を解釈しようとする試みであっ
たから．東洋史家からの批判と攻撃か集中した。けれども若い研究者からは，史
的唯物論にもとづいて．史実の具体的な分析の上に立つ新研究として高く評価さ
れた」（五井直弘 p.190)。
なお． この志田論文の前半が掲載された「史学雑誌」 1932年 1月号の，志田
論文の前頁に，羽仁五郎〗東洋に於ける資本主義の成立」講演開催についての史
学会の会告が載っている。また．志田論文の後半部分は，羽仁の巻頭論文 I束洋
に於ける資本主義の形成」第一回の後に掲載されている。
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